
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 長野県 伊那市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
　類似団体の平均を4.1ポイント上回っているが、このうち公債費が3.2ポイント、公債費以外が0.9ポイント上回っており、類似団体との比較
では公債費の占める割合が大きい。公債費以外では、とくに補助費等の割合が多く、下水道事業会計への補助が大きな比重を占めてい
る。公債費の適正な管理を行いながら、外部委託の拡大、補助金・負担金等の見直し、下水道事業会計の経営健全化、行政改革の推進
による経常経費の削減などに取り組み、数値の低下を目指す。

【人件費（人口1人当たり決算額）】
　類似団体平均と比較すると、5.2ポイント上回っているが、これは福祉施策充実のために多くの職員配置を行ってきた影響によると考えら
れる。今後は、そのサービスを低下させることなく、民間委託や臨時職員の活用により適正配置となるよう措置を講じていく。
定員適正化計画に基づく職員削減は順調に進んでいる。市町村合併に伴い、給与制度全般についての見直しも行っており、職員数の減
との相乗効果で、人件費は減少するものと見込んでいる。

【公債費（人口1人当たり決算額）】
  近年大型の整備事業が集中したことなどで、地方債の元利償還金が膨らんでおり、また類似団体と比較して、病院事業を中心とした一
部事務組合に対する公債費負担が5,070円（120.3％）、下水道事業などの公営企業への公債費繰出しが3,114円（18.6％）それぞれ多く
なっていることが、公債費の1人当たり決算額が多い原因である。このため、平成22年11月に財政健全化プログラムを策定し、新規地方債
の発行に当たっては、事業の優先度を十分検討した上で、交付税算入率の高い有利な起債を活用するとともに、毎年の借入額が元金償
還額を上回らないようにするとともに、病院事業や下水道事業などへの負担金・補助金の抑制にも努めていくこととした。

【普通建設事業費】
  過去の平均による普通建設事業費の人口1人当たりの決算額は、類似団体平均を下回っており、普通建設事業費は減少傾向にある。
今後も税収の大幅な増加が見込めない状況の中、平成22年11月策定の財政健全化プログラムに従い、選択と集中による事業選定を行
い、合併特例債なども有効に活用して、効率的な投資を行っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,121,599 72,878 78,261 ▲ 6.9
賃金（物件費） 808,533 11,505 5,458 110.8
一部事務組合負担金（補助費等） 682,607 9,713 7,980 21.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 38,371 546 730 ▲ 25.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 98,273 1,398 2,833 ▲ 50.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 93,173 1,326 1,627 ▲ 18.5
▲退職金 ▲ 410,920 ▲ 5,847 ▲ 9,856 ▲ 40.7
合計 6,431,636 91,520 87,032 5.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 9.01 8.67 0.34
ラスパイレス指数 94.9 97.0 ▲ 2.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

4,701,381 66,899 55,960 19.5

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 35 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,395,995 19,864 16,750 18.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

652,412 9,284 4,214 120.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

274,074 3,900 2,207 76.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

23 0 14 ▲ 100.0

▲特定財源の額 ▲ 323,766 ▲ 4,607 ▲ 3,860 19.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,894,661 ▲ 55,420 ▲ 43,688 26.9

合計 2,805,458 39,921 31,632 26.2

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

5,415,696 76,035 83.0 57,030 4.7 78.3

うち単独分 3,079,978 43,242 67.9 37,129 ▲ 6.2 74.1

4,087,888 57,326 ▲ 24.6 56,780 ▲ 0.4 ▲ 24.2

うち単独分 2,480,507 34,785 ▲ 19.6 34,392 ▲ 7.4 ▲ 12.2

4,506,156 63,443 10.7 60,510 6.6 4.1

うち単独分 2,144,087 30,187 ▲ 13.2 33,757 ▲ 1.8 ▲ 11.4

3,003,127 42,478 ▲ 33.0 57,376 ▲ 5.2 ▲ 27.8

うち単独分 2,284,020 32,306 7.0 32,650 ▲ 3.3 10.3

3,579,651 50,937 19.9 70,789 23.4 ▲ 3.5

うち単独分 2,538,248 36,118 11.8 40,880 25.2 ▲ 13.4

過去５年間平均 4,118,504 58,044 11.2 60,497 5.8 5.4

うち単独分 2,505,368 35,328 10.8 35,762 1.3 9.5
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